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 気温が低い日が続いていますがいかがお過ごしでしょうか？県内１３保健所のうち、鴻巣保健所管内では全

県より高い数値でインフルエンザの流行が報告されています。例年、埼玉県では１月下旬から２月上旬がインフ

ルエンザの流行期間です。手洗い、うがいを習慣にし、人混みではマスクの着用、室内では十分な湿度を保つよ

うにしましょう。 

全県ベースと鴻巣保健所管内との比較 インフルエンザ 感染性胃腸炎 

埼玉県全県 
報告数 １,２０４人 １,７３４人 

定点当たり ４．７６人 １０．９１人 

鴻巣保健所管内 
報告数 １０５人 １７７人 

定点当たり ５．５３人 １４．７５人 

＊鴻巣保健所管内・・・鴻巣市・上尾市・桶川市・北本市・伊奈町 

＊定点当たりとは・・・鴻巣保健所管内の内科・小児科をバランス良く１９か所選び、１つの医療機関での症例数 

埼玉県議会２月定例会が始まります 

２月１９日～３月２５日が開催予定です。今年は、各地方自治体で「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が策定され、

人口減少対策が具体的に展開される予定です。人口が減少すると、労働人口の減少と消費の縮小により、国全

体の経済規模が縮小します。特に少子高齢化の人口構造においては、現役世代の社会保障費の負担を増加さ

せるため、消費の落ち込みから経済成長にマイナスの影響を与えます。そして、税収不足と財政の悪化をもたら

し、増税による負担から年金・医療・介護の給付水準や行政サービスの低下につながります。 

 興味深いデータとして、厚生労働省の調査によると、夫婦の理想の子供の数は「２．４２人」です。しかし、子供

を増やせない理由の第一として「子育てや教育にお金がかかりすぎる」となっています。このことからも、人口

減少対策は若年層の経済負担・環境改善にあると思います。また、２月議会では予算特別委員を拝命しましたの

で、しっかり地元に予算配分ができるよう取り組んで参ります。 

 合計特殊出生率の推移（全国） 

１９７０年 １９８０年 １９９０年 ２０００年 ２０１０年 ２０１４年 

２．１３人 １．７５人 １．５４人 １．３６人 １．３９人 １．４２人 

＊合計特殊出生率・・・一人の女性が一生に産む子供の平均数         埼玉県 １．３１人  

                                      東京都 １．１５人   

埼玉県民の未婚率は年々上昇しており、平成２２年の生涯未婚率（５０歳時）は男性２１％、女性９．２％ 

（昭和６０年と比較すると男性で６．４倍、女性で３倍に増加） 

   なみき 
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経済・雇用対策特別委員会の視察 

（視覚障がい者の方の日常生活・就学・就労支援製品） 

１月１９日に経済・雇用対策特別委員会で小川町のＫＧＳ（株）さんへ日帰り視察に行ってきました。 

ＫＧＳ（株）では視覚障がい者の方の支援製品（点字ラベラー・読書機など）を製造しており、障がい者

雇用率は６．５％（＊法定雇用率２．０％）でした。点字ディスプレイの日常生活用具給付状況で、本県は６

３市町村中、現在１２自治体（１９％）しか給付されていない状況です。（群馬県 100％、東京都 50％、神奈

川県２７％）点字ラベラーはパソコンに接続すると簡単に作成できるため、名刺やレストランのメニュー、

エレベーターボタン等に活用でき、大きな役割を持つものだと感じました。就学支援製品では点字ディ

スプレイ、立体コピー作成機、拡大読書機など視覚に障がいを持つ方の学習には欠かせない機器です。 

また、理化学研究所や慶応大学医学部との共同研究で、ガラス製オンチップバルブや中枢感作診断

装置を開発し、新たな技術革新を目指していました。将来的にはスマートフォンと連動して活用できる

ような商品を開発することで、視覚に障がいを持っている方の日常生活をサポートできるような支援

体制が大切だと感じました。 

＊法定雇用率・・・「障害者の雇用の促進等に関する法律」では、事業主に対してその雇用する労働者

に占める身体障害者・知的障害者の割合が一定率（法定雇用率）以上になるよう義務づけています。 

平成２５年４月以降は、民間企業（従業員５０人以上）で２％、都道府県等の教育委員会で２．２％、国・地

方公共団体等で２．３％と規定されています。 

 

     

                          

  

 

 

小川町ＫＧＳ（株）本社  点図セルと点字ラベラー  点字ラベルを名刺に活用 音声と点字で確認できます 

 

 

 

 

 

 

                                             

  雪の中でも日頃の活動  今回は鴻巣駅東口を雪かき  県庁での要望活動    馬室氷川神社の的射祭 

鴻巣市には障がい者手帳をお持ちの方が４,７４２人（Ｈ２７．３．３１日現在）です。障がい者手帳の申請は鴻巣市、

発行は埼玉県となっています。 

統計からみ

る埼玉県と

鴻巣市 

 総人口（人） １世帯当たり（人） 出生数（千人） 平均年齢 市町村税納税率 

埼玉県 ２７．１２ ７,２５８,６４３ ２．５人 ８．１人 ４４．５歳 ９３．５％ 

鴻巣市 ２７．１２  １１９,２６３ ２５位  ２．７人 ３４位  ６．８人 ３４位 ４５．５歳 ２２位 ９４．１％ 

並木正年（なみきまさとし）昭和４５年（１９７０）鴻巣市本町生まれ/鴻巣幼稚園/鴻巣東小学校/鴻巣中学校/埼玉栄高校/亜細亜大学経済学部

国際関係学科卒/セントラルワシントン大学ＡＵＡＰ課程修了/鴻巣幼稚園保護者会副会長/鴻巣市商工会青年部第３１代部長/第８回こうのす

花火大会代表/鴻巣市消防第２分団員（１９年目）/鴻巣東小ＰＴＡ副会長/埼玉県知事上田政治塾塾生/鴻巣市議会議員２期/平成２７年４月埼玉

県議会議員初当選/総務県民生活委員/経済雇用対策特別委員/予算特別委員/家族：妻・長女（大学生）・長男（小学生）・愛犬レオ 


